
愛知県建築組合連合会 組合員 各位

一般財団法人 日本環境衛生センター（共催：全国建設労働組合総連合）
令和４年１０⽉ １⽇(⼟)〜 ２⽇(⽇)
・１日目（座学講習） ９時３０分〜１８時００分（受付開始９時００分）
・２日目（座学講習・試験） ９時３０分〜１８時００分
ウイル愛知（愛知県名古屋市東区上竪杉町1番地 TEL : 052-962-2511（代表）
３５名 ※定員(受付完了)になり次第締め切ります。
愛知建築の組合員で、裏面のいずれかの受講資格（受講区分）を満たす必要があります。
４９，５００円（税込・テキスト代含む）
◆「全受講者」共通
①『申込書(様式１号)』
②『受講に際しての承諾書』
③『証明写真１枚』（縦4.5㎝×横3.5㎝、画質が鮮明で無帽・無背景なもの）

＋
◆「受講資格」確認書類
④裏面のいずれかの受講資格（受講区分）に該当する書類を用意ください。
令和４年８月３１日（水）（募集期間でも定員になり次第締め切ります）
名古屋銀⾏ ⿊川⽀店 普通 ３４１７５５６ 愛知県建築組合連合会
①申込書等の提出及び受講料の納入を持って受付完了とさせていただきます。

③開催日前日までに、受講証等をお送りいたします。

⑤資格取得には、全て講義を受講後に修了考査（試験）に合格することが必要です。

⑦新型コロナウイルス感染拡大防止に伴い、講習が中止になる場合があります。

10．注意事項

 建築物石綿含有建材調査者(国家資格)講習 開催のご案内

記

裏面にも記載が有ります。必ずご覧ください。

令和2年7月の石綿障害予防規則等改正により、建築物等の解体または改修の作業を行うときには、対象建築物
等の石綿等使用有無についての調査が必要とされ、事前調査を実施するために必要な知識を有する者として、
建築物石綿含有建材調査者講習を受講し、修了考査に合格した者とされています。全建総連のバックアップ
で、(一財)日本環境衛生センターの協力を得まして、愛知県建築組合連合会(以下：愛知建築)で開催いたしま
す。建材調査者は国家資格です。今後必要な対応と受けとめて出来るだけ受講していただきますようご案内申
し上げます。

１．主  催
２．開催日時

３．講習会場
４．定  員
５．受講資格
６．受 講 料

②申込締切以降の既納受講料の返還は致しませんので、ご了承ください。但し、書類不備があり受講資
格を満たしていない場合、ご入金いただいても受講できない場合がございます。その場合、入金いただ
いた受講料は返金させていただきます。

④遅刻された場合、受講することができませんのでご注意ください。但し、道路事情、交通機関等の理
由により、多くの受講生が遅刻するような事態が発生した場合は、開始時刻を遅らせるなどの時間帯の
調整を行う場合があります。

⑥不合格の場合、改めて再試験が必要な方は、別に定める日程で全建総連会館等（東京）において再試
験を受けていただきます。費用は5,500円です。なお、他の団体の講習で試験を受けることは出来ませ
ん。

７．必要書類

８．申込締切
９．振 込 先

令和４年  月  日

愛知県建築組合連合会 労働対策
名古屋市中区大須三丁目10番35号 MultinaBox3F

電話.(052)890-9108  FAX.(052)890-9109
メール info@aichikenchiku.org



11．受講資格及び添付書類

受講
区分

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

【注意】
上記にも記載しましたが、様式２号（受講区分１〜５、７）の実務経験を証明する書類について、事業主や一人親
方は①定款 ②建設業許可 ③開業届 ④解体業の許可 のうち、どれか１つ証明書を添付して下さい。（※各証
明書にて実務経験年数が確認できることが必要になります。）

①様式2号

従事経験年数：２年以上 ①様式2号

産業安全専門官もしくは労働衛生専門官、産業安全専門官
もしくは労働衛生専門官であった者
労働基準監督官として従事した経験を有する者

建築行政又は環境行政（石綿の飛散の防止に関するものに
限る。）に関わる者
特定化学物質等作業主任者技能講習を修了した者

石綿作業主任技能講習を修了した者（実務経験年数不問）

①様式2号

実務経験年数：２年以上 ①様式2号

石綿含有建材の調査に関す
る
実務経験年数：５年以上

①様式2号
②特定化学物質等作業主
任者技能講習修了証
(〜H18.3⽉修了）

卒業後の建築に関する
実務経験年数：４年以上

卒業後の建築に関する
実務経験年数：７年以上

卒業後の建築に関する
実務経験年数：11年以上

①石綿作業主任者技能講
習修了証

受講資格

下表の受講区分を確認いただき、いずれかの条件を満たす場合に各受講区分の添付書類欄に記載の書類と、全
受講者共通書類『受講承諾書』・『申込書(様式１号)』・『証明写真１枚(縦4.5㎝×横3.5㎝、画質が鮮明で無
帽・無背景なもの)』をご提出ください。                              な
お、様式２号（受講区分１〜５、７）の実務経験を証明する書類について、事業主や一人親方の方は①定款
②建設業許可 ③開業届 ④解体業の許可 のうち、どれか１つ証明書を用意してください。①〜④までの書
類を用意出来ない方は、職種の欄に建設業が記載されている１１年分の税金の申告書を用意して下さい。実務
経験を証明するものを用意できない場合、受講区分８の石綿作業主任技能講習を修了いただき、建築物石綿含
有建材調査者を受講するようにしてください。

「１〜４」に該当しない者（学歴不問）

①様式2号
②学校卒業証明書
③履修科目証明書
①様式2号
②学校卒業証明書
③履修科目証明書

①様式2号
②学校卒業証明書
③履修科目証明書

①様式2号
②学校卒業証明書
③履修科目証明書

添付書類

学校教育法による大学（短期大学を除く）において、建築
に関する正規の課程またはこれに相当する課程を修めて卒
業した者
学校教育法による短期大学（修業年限が３年であるものに
限り、同法による専門職大学の３年の前期課程を含む。）
において、建築に関する正規の課程またはこれに相当する
課程（夜間において授業を行うものを除く。）を修めて卒
業した者（専門職大学の前期課程にあっては、修了した
「２」に該当する者を除き、学校教育法による短期大学
（同法による専門職大学の前期課程を含む。）または高等
専門学校において、建築に関する正規の課程またはこれに
相当する課程を修めて卒業した者
学校教育法による高等学校又は中等教育学校において、建
築に関する正規の課程またはこれに相当する課程を修めて
卒業した者

実務経験年数

卒業後の建築に関する
実務経験年数：２年以上

卒業後の建築に関する
実務経験年数：３年以上



愛知県建築組合連合会

建築物石綿含有建材調査者講習 申込書 
※1 受講者から各県連・組合担当者にお渡しください。
※2 入力は各組合担当者が行ってください。
※3 受講者は、顔写真付きの証明書、実務経験等の書類を組合に渡してください。
※4 受講者は、受講料を各組合の担当者に渡してください。
※5 申込書で得た個人情報は各組合が適正に対応させていただきます。

下記の項目に記入してください
1.区分内容 下記の①〜⑩に○印を付けてください。
   ①受講区分1 ②受講区分2 ③受講区分3 ④受講区分4 ⑤受講区分5
   ⑥受講区分6 ⑦受講区分7 ⑧受講区分8 ⑨受講区分9 ⑩受講区分10
2.氏名  (必須) 姓 名
3.氏名(カナ) (必須) 姓 名
4.使用常用外漢字 (任意)
5.生年月日 (必須) 年 月 日

例 2000 年 1 月 1 日
6.性別 (必須) 男性 女性 ○印を付けてください

7.メールアドレス

※メールアドレスに申込受付完了メールが届きます。
8.日中連絡先 ※全員、自宅を選択させていただきます。

※自宅の電話番号を、組合の電話番号を記入させていただきます。
9.合否結果の送付先 (必須) ①自宅 ②勤務先

※合否の結果を組合でも把握するようにして下さい
10.自宅郵便番号 (必須) 7桁 ハイフンなし

11.自宅住所 (必須)

都道府県よりご記入ください
12.自宅電話番号 (任意) ハイフンなし

※自宅の電話番号を、組合の電話番号を記入させていただきます。
13.携帯電話番号 (必須) ハイフンなし
14.会社名 (必須)
15.会社郵便番号 (任意) 7桁 ハイフンなし

16.勤務先住所 (任意)

都道府県よりご記入ください
17.勤務先電話番号 (任意) ハイフンなし
18.勤務先FAX番号 (任意) ハイフンなし
19.業種 (必須)



会場案内図







［様式－１］

氏名
日中連絡先
電話番号

受講コース

該当する最終学歴
リストから選ん
でください

学部名

水色の部分に入力、またはリストから選択してください。

一般建築物石綿含有建材調査者コース 受講資格区分番号

卒業年月

　　年　　月

受講資格区分により
必要な資格証・修了証

受講資格区分
【１～４】

［その他］を選んだ場合の具体的内容

学校名 学科名

代表者自らが受講する場合の
必要書類

添付した書類をリストから選んでく
ださい

［その他］を選んだ
場合の具体的内容



［様式－２］

氏名 0 0年

実績年月数
（自動計算）

該当する実務
（主なもの２つまで）

その他、実務詳細・特記事項

から リストから選んでください

まで リストから選んでください

から リストから選んでください

まで リストから選んでください

から リストから選んでください

まで リストから選んでください

から リストから選んでください

まで リストから選んでください

から リストから選んでください

まで リストから選んでください

理由：

本人署名：

実務経験証明書

受講資格区分番号
実務経験年数の合計

（自動計算）

勤務先名（部課名まで）

所在地（番地まで）

在職期間（西暦）

地位・職位

職務内容

業務内容
2020/1←の形式で入

力してください）

0年0ヶ月
業務内容：

0年0ヶ月
業務内容：

0年0ヶ月
業務内容：

0年0ヶ月
業務内容：

0年0ヶ月
業務内容：

上記の通り相違ないことを証明します。 上職に実務経験の証明が得られない場合（自身が会社代表である場合
等）は、以下に理由を記載し、署名・押印してください。　　　　　年　　　月　　　日

住    所

※過去の実務経験が現在の所属機関と異なる場合でも、現在の上職の署名のみで結構です。
※ 代表者自らが受講する場合には、実務経験内容等の証明の根拠として、事務所登録、建設業
許可証、会社定款のいずれかの写しなどを提出してください。

現在の所属する機関
実務経歴の確認のために、追加書類の提出等を求められた場合は速やかに
提出します。

現在の上職の氏名
（所属職位を記載）



一般財団法人日本環境衛生センター

［様式－１］

氏名
日中連絡先
電話番号

受講コース 5

該当する最終学歴
リストから選ん
でください

学部名

環境　太郎 090-××××-××××

一般建築物石綿含有建材調査者コース 受講資格区分番号

受講資格区分
【１～４】

［その他］を選んだ場合の具体的内容

学校名 学科名 卒業年月

　　年　　月

受講資格区分により
必要な資格証・修了証

代表者自らが受講する場合の
必要書類

建設業許可証
［その他］を選んだ

場合の具体的内容

水色の部分に入力、またはリストから選択してください。 記入例（8-a以外の方）

受講資格区分１〜４以外の⽅は
入力不要です。



一般財団法人日本環境衛生センター

［様式－２］

氏名 5 21年

実績年月数
（自動計算）

該当する実務
（主なもの２つまで）

その他、実務詳細・特記事項

1998/4/1 から 工事指導監督

2020/3/1 まで 解体工事の施工管理

から リストから選んでください

まで リストから選んでください

から リストから選んでください

まで リストから選んでください

から リストから選んでください

まで リストから選んでください

から リストから選んでください

まで リストから選んでください

理由：

本人署
名：

環境　太郎 受講資格区分番号
実務経験年数の合計

（自動計算）

実務経験証明書

勤務先名（部課名まで）

所在地（番地まで）

在職期間（西暦）

地位・職位

職務内容

業務内容
2020/1←の形式で入

力してください）

株式会社日本環境衛生センター　研修事
業部

神奈川県川崎市川崎区四谷上町10-6 21年11ヶ月 主任 試料採取、図面調査
業務内容：環境事業

0年0ヶ月
業務内容：

0年0ヶ月
業務内容：

0年0ヶ月
業務内容：

自身が会社代表者のため

0年0ヶ月
業務内容：

※過去の実務経験が現在の所属機関と異なる場合でも、現在の上職の署名のみで結構です。 ※ 代表者自らが受講する場合には、実務経験内容等の証明の根拠として、事務所登録、建設業
許可証、会社定款のいずれかの写しなどを提出してください。

現在の所属する機関
実務経歴の確認のために、追加書類の提出等を求められた場合は速やかに
提出します。

現在の上職の氏名
（所属職位を記載）

直筆で署名＋押印

上記の通り相違ないことを証明します。 上職に実務経験の証明が得られない場合（自身が会社代表である場合
等）は、以下に理由を記載し、署名・押印してください。　　　　　年　　　月　　　日

住    所

受講日まで従事することが予想される
場合、受講月まで記載いただいて構い
ません。

代表者等上職による証明が得られない場合は
こちらに理由と署名（直筆・押印）をご記入
ください。

代表者等上職に証明が得られる場合はこちらをご記入ください。
証明日・住所・所属機関については打ち込みで問題ございませ
んが、上職による署名は直筆でいただいてください。
※押印は不要。
ご自身より上職であればどなたでも構いません。

事業所登録、建設業許可証、会社定款がご用意できない場合、
他の書類（社名・代表者名が記載されているもの）でも対応
できる場合がございます。
その際は事前に事務局までご確認ください。

＜建築に関する実務（区分１〜５）＞
建築物設計,工事監理,工事指導監督,建築一式・
大工工事・建築設備の施工管理,内装工事（床・
柱・梁・壁等）,建築物耐震診断,

解体工事の施工管理,

＜⽯綿に関する実務（区分７〜８-b）＞
石綿含有建材調査，試料採取，図面調査（スク
リーニング）





















    



   

     





   



       

               

 

 

        

        

        

        

 

 


